キタク ケイヤク ノ ホンシツテキ ヨウソ ト ヘンカン ギム by 谷口 聡 et al.
－ 31 －
Summary
　This paper discuss the essence of Bailment on Civil Code of Japan. Its purpose is to 
observe the termination, the notice of cancelation and the return obligation on Bailment 
contract though the investigation of arguments on §657 and §662 on the Civil Code. 
Commonlyaccepted opinions and judicial precedents maintain that the declaration of intent 
on the notice of cancelation is included in its claim of the return which is on §662. However, 
the obligation of the return of the thing bailed was an essence of Bailment in the Old Civil 
Code in Japan. Besides, the proposed amendment of Obligation Law reported in February 
2013 also provides that the obligation of the return is the essence of Bailment. With analysis 
of such various arguments, I would like to evaluate the proposed amendments of Obligation 
Law concerning §657 and §662.
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Ⅰ　はじめに
　法制審議会民法（債権関係）部会における民法改正の議論は進展しており，本年 2 月に中間
試案が公表された。本稿は現行民法 657 条の寄託契約の冒頭規定と同 662 条の返還請求に関す
る点について，その中間試案関係改正案条文の評価をすることを目的としている。
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　民法 662 条をめぐっては，これといった議論はなされてこなかったが，寄託契約における受
寄者の寄託物返還義務と寄託者の返還請求，そして，寄託者の解約告知と寄託契約の終了の関
係について，中間試案は新たな展開をもたらす可能性が出てきた。本稿は，そのような点に関
して，問題を探り，旧民法の制定過程および現行民法の制定過程と通説・判例理論の形成を考
察した上で，筆者の考えを述べるものである。
Ⅱ　問題の所在
　民法 662 条の規定における「返還義務」，「寄託契約の終了」と「解約告知」について，判例
および通説の見解は，寄託者の寄託物返還請求の意思表示の中に告知の意思表示が含まれると
し，その告知による終了により返還義務が発生すると解釈している。近時の主だったテキスト
を見ても，この点に関して議論はない
1）
。このような通説的見解の形成は本稿で後述するとおり，
末弘厳太郎博士が大正 7年に著した『債権各論』における見解を発端に今日に至るまでになさ
れてきたものであると考えられる。
　しかし，平成 22 年（2010 年）6 月に民法（債権法）改正検討委員会（以下，本稿では，鎌田委員
会という）が編集した『詳解債権法改正の基本指針Ⅴ』においては，このような通説・判例が採っ
ている寄託契約の解約告知構成を「妥当でないと考えられる」と一蹴したのである
2）
。すなわち，
「寄託物の保管義務と返還義務は，いずれも寄託契約の本質的債務であり，返還義務は寄託契
約の終了の効果ではない。むしろ返還義務の履行完了によって寄託契約が終了すると捉えるの
が適切ではないかと考えられる」としたのである
3）
。その構成の違いによる具体的相違点は，解
約告知構成によれば，寄託者は返還請求（告知）の時から引取遅滞に陥り，受寄者の保管料が
「損害賠償」という形で支払われることになる点であるとしている
4）
。
　本稿で検討するとおり，この鎌田委員会の寄託契約の本質的要素に関する認識は，旧民法に
おいて採用されていた考え方であり，また，ドイツ法においても採用されてきたものである
5）
。
しかしながら，現在の判例・通説理論からは，あまりにも唐突に思われるこの鎌田委員会の見
解は，果たして評価に値するものであるのか，また，現在，法制審議会で検討されている民法
改正論議にどのような影響をもたらしているのか，考察する必要があると思われる。
Ⅲ　法制審議会民法（債権関係）の改正に関する中間試案
　本年 2月に，法制審議会民法（債権関係）部会からいわゆる「中間試案」発表された。この「第
43　寄託」「１　寄託契約の成立等」「（1） 寄託契約の成立（民法第 657 条関係）」では，「民法第
657 条の規律を次のように改めるものとする」とし，その冒頭において，「ア　寄託は，当事
者の一方が，相手方のためにある物を保管するとともに，保管した物を相手方に返還すること
を約し，相手方がこれを承諾することによって，その効力を生ずるものとする。」とした
6）
。
　この条文改正案の（概要）においても（補足説明）においても，寄託契約は要物契約ではなく，
諾成契約として改めるものである旨説明がなされているのみである
7）
。しかし，注目したいのは，
この条文の文言の中に，「相手方に返還することを約し」というものが挿入されている点である。
諾成契約との関係性から挿入されたものであると思われるものの，その意義は，そこにとどま
らないと思われる。鎌田委員会で指摘されていたのと同様に，「返還義務」が寄託契約の本質
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的要素とされることとなったのである。
Ⅳ　寄託契約の本質的要素と返還義務の関係に関する議論の展開
１　フランス民法 1915 条の規定
　旧民法起草者が参照したフランス民法 1915 条は「第 11 章　寄託および係争物寄託」の「第
1節　寄託一般およびその種類」の冒頭規定であるが，次のように規定している。
Art.1915. Le dépot, en général, est acte par lequel on reçoit la chose d’autrui, à la charge de 
la garder et de la restituer en nature. 
（第 1915 条　一般に寄託とは，物の保管をなすこと並びにその物を現物のままにて返還するこ
とを約して，他人の物を受け取ることによって成立する行為をいう。）
8）
２　フランス民法典の翻訳（箕作麟祥翻訳）
　旧民法起草過程における最初の作業であったフランス民法の翻訳を箕作麟祥らが手掛けたも
のであるが，1915 条は以下のように訳されている
9）
。
　「第十一巻　附託ノ事及ヒ双方相争フ物ヲ人ニ附託スル事」「第一章　総テ附託ノ事及ヒ附託
ノ種類」
　第千九百十五条　附託トハ総テ一方ノ者他ノ一方ノ者ニ物件ヲ預ケ他ノ一方ノ者之ヲ管守シ
後ニ之ヲ其儘ニテ還ス可キ契約ヲ云フ
　
３　明治 11 年民法草案
　明治 11 年に起草された旧民法の草案における第 1502 条は以下のように規定しており，フラ
ンス民法典の翻訳の規定をほぼ変えることなく規定している
10）
。
　「第十一巻　附託及ヒ双方相争フ物ノ附託」「第一章　総テ附託ノ事及ヒ附託ノ種類」
　第千五百二条　総テ附託トハ一方ノ者ヨリ他ノ一方ノ者ニ物件ヲ渡シ他ノ一方ノ者之ヲ管守
シテ後ニ之ヲ其儘ニテ還ス可キ件ヲ云フ
４　旧民法草案
　前田達明教授が編集した『史料民法典』に掲載されている「旧民法草案」の「財産取得編」では，
寄託等に関する冒頭規定は以下のように改められている
11）
。
　「旧民法草案」「第三編　財産ヲ獲得スルノ方法」「第一部　特定ノ名義ニテ獲得スル方法」「第
十九章　寄託及ヒ監守」「第一節　通常ノ寄託」
　第千四百一条　通常ノ寄託ハ一人ヨリ他ノ一人ニ動産ヲ交付シ之ヲ受取リタル者之ヲ保管シ
請求次第原物ノ儘之ヲ返還ス可キノ契約ナリ〔仏民第千九百十五条，第千九百十八条，第千九
百十九条〕
　此寄託ハ必ス無償ナル可キモノトス〔仏民第千九百十七条〕
　又寄託ニ単ニ随意ノモノト止ムヲ得サルモノトノ二種アリトス〔仏民第千九百二十条〕
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５　ボアソナード氏起稿「民法草案」
　前掲資料同様に，明治 11 年民法草案があまりにもフランス民法条文を直截に継受した規定
となっていた批判を受けて，その後，旧民法の編纂には，フランスからボアソナード氏を招聘
して民法条文の規定が考案された。星野英一教授が編集顧問をされた資料集によれば，旧民法
の草案とボアソナード氏の注解は以下のようなものとなっている。
　「民法草案」「財産取得編」「第十九章　寄託及ヒ監守」「第一款　通常ノ寄託」
　第九百一条　通常ノ寄託ハ一人ヨリ他ノ一人ニ動産ヲ交付シ之ヲ受取リタル者之ヲ保管シ請
求次第原物ノ儘之ヲ返還ス可キノ契約ナリ
　　此寄託ハ必ス無償ナル可キモノトス
　　又寄託ニ単ニ随意ノモノト止ムヲ得サルモノトノ二種アリトス
註解
「・・・実ニ受寄者ハ保管シ次シ之ヲ返還ス可キモノナレハ未タ受取ラサル前ニ保存シ返還ス
ルノ義務アル可ラサルコト言フヲ俟タスシテ明ナリ・・・」
12）
　上記ボアソナードの注解部分は通常の寄託が要物契約であることの説明であるにすぎない
が，その根拠として，受寄者の返還義務が寄託契約の要素となっていることを示す著述となっ
ていると思われる。
６　ボアソナード氏起稿「再閲修正民法草案」
　再閲修正民法草案における財産取得編 1401 条の規定およびその註解においても，前記資料
とまったく同じ内容の規定および著述となっている。
　第九百一条　通常ノ寄託ハ一人ヨリ他ノ一人ニ動産ヲ交付シ之ヲ受取リタル者之ヲ保管シ請
求次第原物ノ儘之ヲ返還ス可キノ契約ナリ〔仏民第千九百十五条，第千九百十八条，第千九百
十九条〕
　此寄託ハ必ス無償ナル可キモノトス〔仏民第千九百十七条〕
　又寄託ニ単ニ随意ノモノト止ムヲ得サルモノトノ二種アリトス〔仏民第千九百二十条〕
註解
「・・・実ニ受寄者ハ〔保管シ〕次シ之ヲ〔返還ス〕可キモノナレハ未タ受取ラサル前ニ保存
シ返還スルノ義務アル可ラサルコト言フヲ俟タスシテ明ナリ・・・」
13）
　民法草案と再閲修正民法草案の註解で僅かに異なる点は，〔保管シ〕と〔返還ス〕に〔　〕
が付された点である。しかし，これは見落とすことができない相違であるように思われる。こ
の〔　〕書きはボアソナードが通常の寄託の本質的要素を示したものと考えられるからである。
７　旧民法規定
　以上のような経緯をもって明治 23 年の旧民法の公布になるわけであるが，その最終的な旧
民法規定は以下のようなものとなった
14）
。
　「民法」「財産取得編」「第十章　寄託及ヒ保管」「第一節　寄託」
　第二百六条　寄託ハ一人カ動産ヲ交付シ他ノ一人カ之ヲ看守シ要求次第直チニ原物ヲ返還ス
ル契約ナリ
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　寄託ハ本来無償ナリ
　寄託ニハ任意ノモノ有リ急迫ノモノ有リ
　
８　磯部四郎『民法釈義』
　旧民法編纂の作業に関わった政府関係者および学者による旧民法公布後の参考書を見ておく
こととする。磯部四郎の『民法釈義』においては，財産取得編 206 条について，以下のような
著述がなされている。
　「寄託ハ要物契約タル点ニ於テ使用貸借ニ同シ詳言セハ寄託ハ寄託者ヨリ受寄者ニ現実ニ物
ヲ交付スルニ由リテ成立ス実ニ受寄者ハ物ヲ看守若クハ保存シ而シテ後返還セサルヘカラサル
ヲ以テ其未タ領収セサル前ニ保存シ及ヒ返還スルノ義務ヲ負フコト能ハサルハ明瞭ナリ」
15）
　この見解は，ボアソナードが旧民法の起草過程で述べている内容をほぼ踏襲するものである。
すなわち，寄託契約は要物契約でることの説明として，寄託契約の要素に「保管」と「返還」
の義務が受寄者にあることを強調しているという点である。
９　岸本辰雄『民法正義』
　前掲資料の磯部四郎の見解とほぼ同様の内容が岸本辰雄の『民法正義』においても述べられ
ている。岸本辰雄は『民法正義』における財産取得編第 206 条の「義解」において次のように
述べている。
　「寄託ハ要物ノ契約ナルコト即チ寄託契約ノ成立スルニハ物件ノ交付ナカル可カラス其故如
何ト云フニ寄託ナルモノハ受寄者ニ於テ其物件ヲ看守シ寄託者ノ要求次第直チニ之ヲ返還ス可
キモノナルヲ以テ其未タ物件ノ交付ヲ得サルノ前ニ於テハ受託者ハ如何シテ其未タ受取ラサル
物件ヲ看守シ，返還スルコトヲ得ンヤ是レ実ニ簡単明白ナルコトナリトス」
16）
10　本野一郎・城数馬・森順正・寺尾亨合著，ボアソナード訓定，富井政章校閲『民法義解』
　政府関係者および学者の共著であり，ボアソナードが訓定しており，富井政章が校閲してい
る『民法義解』においても上記２つの参考書とほぼ同じ内容の著述が見られる。
　「財産取得編」「第十章　寄託及ヒ保管」「第一節　寄託」第 206 条の解説
　「寄託ハ使用貸借ト均シク要物契約ナリ　即チ寄託契約ノ成立アルニハ寄託者受寄者ニ寄託
物ノ引渡ヲ為ササル可ラス其然ル所以ハ受寄者ハ其契約ニ依リ初メテ其契約間其受寄物ヲ看守
スルノ義務ヲ有シ又契約ノ終リニ至リ其物品ヲ返還ス可キノ義務ヲ負フモノナリ」
17）
　この著述における「契約ノ終リニ至リ其物品ヲ返還ス可キノ義務」という表現は，契約の終
了時期に関してみると微妙な表現となってはいるものの，前掲 2つの参考書の記述内容や，ボ
アソナードがこの著書を訓定していることなどから総合的に勘案すれば，その趣旨はやはり返
還義務が寄託契約の本質的要素であるとしているという理解で問題ないように思われる。
11　『法典調査会議事速記録』
　旧民法が無期延期となり，いわゆる明治民法の起草がなされ，法典調査会において条文の起
草案が審議された。法典調査会では，寄託の冒頭規定は，第 664 条として起草され，また，受
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寄者の返還義務に関する規定として第 669 条が起草された。
　この法典調査会において起草され審議された寄託についての「受寄者の返還義務」は，その
認識のされ方が旧民法の場合と異なっており，その意味で，法典調査会の議事がこの問題の一
つの転機になっている。
　寄託の冒頭規定である第 664 条の起草においては，旧民法財産取得編 206 条が参照されてい
るものの，富井政章は第 664 条に関して以下のように述べている。
　「第六百六十四条　寄託ノ目的トシテ或物ヲ受取タル者ハ寄託者ノ為ニ之ヲ保管スル義務ヲ
負フ」
　「夫レカラ既成法典ニハ寄託者ノ要求次第直チニ返還セネバナラヌト云フコトヲ寄託ノ要素
ニシテアル之モ其要素トセナクテモ宜カラウ期限ヲ定メテ其期限ノ間ハ返還ヲ求メナイト云フ
約束ノ出来ルヤウニシテ置イタ方ガ却テ宜カラウ受寄者ニ在テハ報酬ヲ受クルコトガ出来ル然
ウシテ見レバ其報酬ニ依テ種々自分デ見込ヲ立テルコトモアリマセウ何ウシテモ寄託者ガ要求
スレバ其受託者ハどんな（ママ）場合デモ返ヘサナケレバナラヌト云フコトニスル丈ケノ必要
ハナカラウ少シモ公益ニ害ノアルコトデモ何ンデモナイ，デ是ハ一応ハ然ウ云フコトニシナケ
レバナラヌト云フコトハ先ノ六百六十九条ニ極メテアリマス」
18）
　この富井の口述のポイントは，寄託者から要求があった時に直ちに返還しなければならいと
している旧民法の規定がかえって不都合であるということである。議事録によれば，その後，
この 664 条に関する議論は金銭の寄託の消費寄託に議論が及んでおり
19）
，ここにおいて，富井政
章の念頭にあった「受寄者の利益」なるものは，消費寄託のケースなどを想定していたことが
うかがえる。しかしながら，そのような視座においては，後述するような，受寄者の返還義務
を寄託契約の要素としないことの影響を勘案しているとは考え難い。返還義務を寄託契約の要
素から外すこということは，返還義務が寄託契約終了後の義務となるということであり，寄託
者の受領遅滞や受寄者の返還遅滞により保管料が増大した場合のその法的処理をどのようにす
るのかという点にはまったく議論が及んでいないように見受けられる。
　続いて，六百六十九条の規定と議論を見てみたい。
　「第六百六十九条　寄託者ハ契約ニ寄託物返還ノ時期ヲ定メタルトキト雖モ何時ニテモ其返
還ヲ請求スルコトヲ得」
　富井政章「本条ハ取得編第二百六条及ヒ商法第六百十一条ニ当リマススソレハ何処ノ国ノ法
律モ斯ウナツテ居ル夫故ニ別段説明ヲ要シマセヌ只既成法典ヲ変ヘタト言へ様カト云フ一点ハ
既成法典ニハ何時デモ返還スルコトヲ得ルト云フコトヲ寄託契約ノ要素トシテ居ル様ニモ読メ
ル初メノ条ニ書イテアル又今日迄ノ学説モドウモサウ云フ風ニ傾ムイテ居ル様ニ思ハレマス併
シ此点ハハツキリシテ居ラヌ詰リ能ク考ヘテ見マスト是レハ寄託契約ノ要素トスル迄ノ必要ハ
ナイ受寄者ト云フ者ハ縦令ヒ主トシテハ寄託者ノ為ニ用ヲ為ス者デアツテモ自分ニモ種々ノ都
合ガアツテ一定ノ時迄ハ返還ヲ要求セラルルコトガナイト云フコトニ極メテソレデ利益ヲ持ツ
コトガアラウサウシテ其利益ハ公益ヲ害スルモノデモ何デモナイ夫故ニ本条ノ規定ハ仕舞ノ条
ニ依テ別段ノ定メヲ許ス規定ニナツテ居リマス」
20）
　このように富井政章は述べているが，この説明も内容的にはほとんど寄託の冒頭規定 664 条
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のところのものと同様となっている。加えて，寄託に関する末条である現行民法 666 条の消費
寄託において，当事者が返還時期を定めていた場合には返還義務の発生はその時点であるとい
う趣旨の規定に関して言及している。寄託者からの返還請求に直ちに応じなければならないと
いうことは，受寄者の利益を考えた場合には，不都合もあるということをもって，受寄者の寄
託物返還義務を寄託契約の要素とするべきでないとしているのである。
12　『民法修正案（前三編）の理由書』
　廣中俊雄教授編著の『民法修正案（前三編）の理由書』においては，現行民法 662 条は，第
六百六十一条として掲載されているが，そこにおいても，やはり，法典調査会における富井政
章と同じ説明がなされている。
　「第六百六十一条（理由）本条ハ民法財産取得編第二百六条第一項及ヒ商法第六百十一条ニ
該当ス諸国ノ法典皆本条ノ規定ノ如クナラサルハナシ既成法典ニ於テハ寄託者カ何時ニテモ寄
託物ノ返還ヲ請求シ得ヘキ事ヲ以テ寄託ノ要素ト為セリ寄託ハ寄託者ノ利益ノ為メニ之ヲ為ス
コト常ナリト雖モ又受寄者ハ一定ノ時期ニ至ル迄返還ヲ為ササルコトヲ約スルニ付キ利益ヲ有
スルコトナキニ非ス故ニ本節ノ末条ニ於テ別段ノ定メヲ為スコト許セリ」としている
21）
。
13　『第九回帝国議会の民法審議』
　同じく，廣中俊雄教授編著の『第九回帝国議会の民法審議』によれば，寄託に関しては，民
法 662 条に関しての議事のみがあるが，寄託契約の要素と返還義務との関係について触れるも
のではない。
　谷澤竜蔵委員による質問が 662 条と 665 条の関係について発せられているにとどまっている
22）
。
14　現行民法規定（改正民法　明治 29 年 4 月 27 日公布 ）
23）
　第十一節　寄託
　第六百五十七条　寄託ハ当事者ノ一方カ相手方ノ為メニ保管ヲ為スコトヲ約シテ或物ヲ受取
タルニ因リテ其ノ効力ヲ生ス
　第六百六十二条　当事者カ寄託物返還ノ時期ヲ定メタルトキト雖モ寄託者ハ何時ニテモ其返
還ヲ請求スルコトヲ得
　
　以上のように，法典調査会における起草案とその審議を転機として，受寄者の寄託物返還義
務は寄託契約の要素から外れることとなったのである。富井政章の説明趣旨によれば，これは，
消費寄託などのような受寄者の利益を考えた上で，寄託者の「要求次第直ちに」という点に旧
民法典からの改正の必要性があるとされたものであったが，この点の改正が，その後における
ような，「寄託契約の終了」「返還請求」「解約告知」という事情の絡んだ新たな問題の根源と
なることは予想されていなかったようである。
15　梅謙次郎『民法要義』
　梅謙次郎が著した『民法要義』においては，657 条および 662 条の著述において，受寄者の
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返還義務と寄託契約の要素，および寄託契約終了の時期に関する格別なものは見当たらない
24）
。
16　松波仁一郎，仁保亀松，仁井田益太郎合著，穂積陳重，富井政章，梅謙次郎校閲
　『帝国民法正解』
　現行民法の立法関係者に手による参考書『帝国民法正解』においては，662 条に関する「釈義」
において以下のような著述が見られる。
　「本条ハ任意的規定ナルカ故ニ別段ノ意思表示ニ依リテ其適用ヲ避クルコトヲ得ヘシ今受寄
者カ受寄物ヲ使用スルコトヲ得ル場合又ハ受寄物保管ノ期間ニ応シテ報酬ヲ受クルコトヲ得ル
カ如キ場合ニ於テハ受寄物ノ保管ニ付キ利益ヲ有スルカ故ニ返還ノ時期ノ到来スルニ非サレハ
受寄物ヲ返還スルコトヲ要セサル旨ヲ特ニ約スルコトナキニ非サル可ヘシ」
25）
　この見解によれば，662 条は任意の規定であるとするものであるが，そこにおいてもやはり，
受寄者の利益というものを念頭に置いた解釈論の展開が見られる。ただし，寄託契約の終了，
返還義務と解約告知との関係に関する言及は未だ見られない。
　
17　岡松参太郎『注釈民法理由』
　いわゆる立法補助者であるとされる岡松の『民法理由』には，第 662 条に関する注釈におい
て，次のような記述が見られる。
　「本条の規定・・・「請求」―ト同時ニ寄託ハ終了セス返還ヲ俟テ終了ス〔是レ任委ノ解除ト
異ナル所ナリ　六五一，六五二〕。」
26）
　非常に僅かな文章であるが，ここには，明確に，662 条規定の寄託者の「返還請求」によっ
ては契約は「終了」しないものであり，寄託物の返還をまって契約が「終了」することが明記
されている。これ以上の説明はまったくないものの，寄託契約の冒頭規定 657 条から「受寄者
の返還義務」が寄託の要素から外されて以来，最初となる，「返還」と「終了」に言及した注
釈であった。その意義としては，返還義務が寄託の要素とされていたときと同様に，返還があ
るまで契約が終了しないとしている点である。
18　横田秀雄『債権各論』
　明治末期から大正にかけていくつかの参考書が発行されている。その中で，寄託契約の「返
還義務」と「終了」に関して重要と思われる言及をしている横田秀雄の『債権各論』を見てみ
たい。横田判事は，短い著述であるが，「寄託の終了」という節で，以下のように述べている。
　「寄託ハ・・・（二）受寄物ノ返還又ハ其返還ノ請求ニ因リテ終了シ・・・」
　これは，前掲岡松の見解と後掲末弘厳太郎見解の折衷説といえる位置づけが与えられる。す
なわち，契約の「終了」の時期には二つあり，一つは，受寄者による返還の時であり，もう一
つは寄託者の返還請求の時であるとしている
27）
。
19　末弘厳太郎『債権各論』
　末弘博士は参考書である『債権各論』の寄託に関する記述において，「第三　終了」「二　告
知」「ロ）寄託期間ノ定メナキトキ」という項目において，662 条と 663 に言及して次のよう
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にしている。
　「寄託物ノ返還義務ハ契約成立ノ当初ヨリ履行期到来セルモノニアラザルガ故ニ之ヲ到来セ
シメテ返還請求ヲ為スガ為ニハ先ズ告知ヲ為シテ寄託ヲ終了セシムルヲ要ス .　故ニ此等ノ規
定ハ告知ノ結果タル受寄物返還ニ重キヲ立言セルモノニシテ其根本ニ告知アルコトヲ否定スル
モノニアラズ」
28）
　この末弘見解に至って，ついに新たな学説の確立となったと言えるであろう。寄託契約は解
約告知という意思表示によって「終了」するのであり，その結果として，受寄者の物の「返還
義務」が生じるとしたのである。現行 657 条および 662 条の文言に忠実に解釈すればこのよう
な見解がむしろ自然なものといえるのかもしれない。寄託契約冒頭規定 657 条が「返還義務」
を寄託契約の要素とはしなかったことの影響がこのような解釈論の形となって顕現したのであ
る。この末弘見解を基盤として，その後の通説および判例が展開されてくことになるのである。
20　鳩山秀夫『日本債権法各論』
　鳩山秀夫博士は『日本債権法各論（下巻）』の「第十一節　寄託」の節の「第三項　終了」
という項目において，以下のように述べている。
　「法典ハ寄託ニ付テモ告知トイフ文字ヲ使用セズシテ『返還』又ハ『返還ノ請求』ト言フ。
然レドモ契約関係ヲ終了セシムルコトナクシテ返還又ハ返還請求ヲ認ムルコト無キハ明ナルヲ
以テ，告知権ヲ認メタルモノト為サザルヲ得ズ。」
29）
　このような見解まで来ると，完全に旧民法の立法経緯が念頭に置かれなくなっているように
思われる。「返還義務」はもはや寄託契約の要素という捉え方はなされず，告知による寄託契
約の終了なくして返還義務の発生はないとまで述べられている。
21　大判昭和 10 年 3 月 16 日（判決全集 1輯 16 号 22 頁）
　現行民法 662 条に関してしばしば採り上げられる初期の判例である。この判決では，民法
662 条に関して次のように判示されている。
　「民法第六百六十二条ニ依レハ当事者カ寄託物返還ノ時期ヲ定メタルトキト雖寄託者ハ何時
ニテモ其ノ返還ヲ請求スルコトヲ得トアリテ該条ハ寄託者ニ於テ特ニ寄託契約解除ノ意思表示
ヲ為サス直ニ寄託物返還ノ請求ヲ為シ得ヘキコトヲ定メタル趣旨ト解シ得ルカ故ニ・・・」
　この判決文の一節に関しては，告知の意思表示が不要であるとしている点で正確ではないと
いう批判
30）
がなされている。結局，この判決文の示している理解は，「返還請求」と「終了」お
よび「解約告知」の関係をどのように捉えているのか不明である。
22　大判昭和 13 年 5 月 20 日（新聞 4289 号 7 頁）
　この判例も民法 662 条に関する重要なものとしてしばしば採り上げられる。
　「寄託者ハ寄託物返還ノ時期ノ定アルト否トヲ問ハス又別段ノ理由アルト否トヲ問ハス何時
ニテモ其返還ヲ請求シ得ヘキコト民法第六百六十二条ノ明定スルコトロニシテ右返還請求ハ
寄託関係ヲ将来ニ向テ消滅セシムトスル解除ノ意思表示ヲモ包含スルモノト解スヘキモノナ
ル・・・」
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　この判例は，寄託者の返還請求に「告知」の意思表示が包含されるものであるとした点で判
例理論を確立し，また，末弘見解以後の学説展開の中に大きな影響を与えたと評価できるであ
ろう。「返還義務」「告知」「終了」の関係を明確に示した判決であった。
23　松本暉男「寄託契約」『契約法体系Ⅴ特殊の契約（１）』所収
　昭和に入り，債権法各論に関する参考書・テキストは見られるようになったが，「寄託契約」，
特に，その「受寄者の返還義務」や「終了」に関する論文は多くは見られない。松本暉男教授
の論稿「寄託契約」は，寄託契約に関して論じた数少ない論文であるが，そこにおいても，「返
還義務」と「終了」に関する詳細は検討はみられない。以下のような記述があるのみである。
　「寄託の特殊終了原因として解約告知がある（民法は「告知」の語を使っていないが，「目的物の返還」
「返還の請求」という以上，当然に将来に向かって解約が許されることになる。反対説はない。大判昭和
一三年五月二〇日新聞四二八九号七頁参照）が，委任と異なり（民六五一条），寄託者はいつでも告
知できるのに，受寄者からは，寄託期間の定めがあれば期限前に自由に返還することはできな
い（六六二条・六六三条）。」
31）
　この見解は，これまでの学説と判例を踏まえ，これを踏襲するものである。
24　我妻栄『民法講義Ⅴ 3』
　我妻博士の『民法講義』においても，それまでの学説・判例がそのまま踏襲された見解となっ
ている。我妻博士は，端的に，「寄託契約の終了」という項目の「告知」という小項目におい
て以下のように述べている。
　「民法は，寄託物の返還請求という表現を用い，解約申入ないし解除とはいわない。然し，
当事者は，寄託契約を告知し，その結果として，返還または引き取りを請求するものと解する
のが正当であろう。従って，告知の意思表示によって寄託は終了し，その時から返還しない受
寄者または引き取らない寄託者は，遅滞に陥ちいる。」
32）
　ここにおいては，現行民法における「返還請求」「告知」と「終了」の解釈論が端的に整理
されている。我妻博士の見解に至って，現行民法の 662 条に関する解釈論は「通説」の形成を
みたと言えるであろう。
25　打田畯一「§６６２Ⅰ」幾代通編『注釈民法（16）』
　我妻博士の見解が通説を形成したという証左まで，打田教授の『注釈民法』の記述を採り上
げておきたい。民法 662 条の注釈の冒頭には，次のような記述がある。
　「本条は，寄託契約について，当事者間の合意により存続期間の定めがある場合でも，寄託
者の一方的意思表示すなわち告知によって寄託契約を終了させることができる旨を定めた規定
である。・・・要するに，寄託という継続的契約関係を告知によって終了せしめ，その結果と
して，寄託者が寄託物の返還を請求することができることになるもの，と理解しなければなら
ない・・・」
33）
。
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Ⅴ　検討と整理
　最後に，以上の考察を踏まえて本稿を整理したい。
　フランス民法 1915 条を旧民法が継受した時点においては，寄託契約における受寄者の寄託
物返還義務は契約の要素とされており，受寄者の本質的義務であったのであり，その返還がな
された時点ではじめて契約が終了するという構成が採られていた。しかし，現行民法立法過程
における法典調査会において，消費寄託における受寄者の利益が念頭に置かれた議論が展開さ
れ，返還義務を本質的要素とする必要はないという考え方が採用された。しかし，これは，寄
託契約の終了の時期に関して，考えが及んでいた議論ではなかったように思われる。したがっ
て，その後の議論は，「返還義務」「告知」「終了」に関して若干の迷走を経て，末弘博士の説
が登場するに至り，判例の影響も相俟って，「返還請求」に「告知」の意思表示が含まれ，そ
の「告知」の時点で契約が「終了」するという通説的見解が強固に形成されてきたのであった。
　しかし，唐突ではあったが，この旧民法の考え方やフランス法，ドイツ法の規定を採用した
のが，鎌田委員会であった。同委員会の見解は，これまで，頑強に築かれてきた通説的見解に
一石を投じた形となった。さらに，法制審議会の中間試案では，寄託契約の冒頭規定に受寄者
の「返還義務」が諾成契約との関わりをもちながら，盛り込まれたのである。
　筆者としては，法典調査会の議論が，消費寄託の受寄者の利益について議論が集中し，寄託
契約の本質的要素と契約の終了の議論がまったくなされていなかったという経緯に鑑みて，や
はり，旧民法の規定の精神に立ち返りたい。もって，受寄者の返還義務を寄託契約の本質的要
素として，引取遅滞の問題を損害賠償構成とはしない構成を支持することから，中間試案の改
正条文案に賛成する意を表することとしたい。当該意見表明をもって本稿の結論とする。
（了）
（たにぐち　さとし・本学経済学部准教授）
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